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１ 受け入れ審査対象排水 
 道路排水管への受け入れ審査の対象排水は、以下のとおりです。 

（１）水質関係 

 ① 雨水 

 ② 浄化槽法(昭和 58 年法律第 43 号)第 2条に規定する浄化槽からの放流水 

   なお、浄化槽法第 4 条の規定に適合しない浄化槽及び単独処理浄化槽からの放流水

は受け入れの対象としません。 

 ③ 水質汚濁防止法(昭和 45 年法律第 138 号)第 2 条第 2 項に規定する特定事業場からの

排出水 

 ④ 上記以外の排水で、道路排水施設の汚損、汚泥等の堆積及び悪臭の発生のおそれがな

いもの。 

 

（２）地理的条件などその他関係 

 ① 県が管理する道路排水施設以外に放流先を確保することが困難である。 

  ア 申請地が県管理の道路以外の公道又は水路等に接続していない。 

    ただし、地形の高低差等の関係で県管理道路以外に排水が不可能な場合又は水路

管理者の同意が困難な場合を除きます。 

  イ 独自の排水路を設置することが、既存の流末水路まで相当の延長があり困難であ

る。 

 ② 道路排水施設の流下能力と流入量との関係で、当該道路排水施設の流量に余裕があ

ると認められる。 

 ③ 前項の確認の結果、一定規模の雨水浸透施設又は雨水貯留施設(以下「雨水浸透施設

等」という。）の設置が必要とされた場合、当該施設の設置が履行される。 

 ④ 道路側溝又は歩道(歩車道境界含む)に埋設されている道路排水管渠（内径 300mm 以

上）における受入れである。 

 ⑤ 排水は、道路排水施設の汚損、汚泥等の堆積及び悪臭の発生のおそれがないものであ

る。 

 ⑥ 排水の形態は道路排水施設に接続する排水管によるものである。 

   ただし、雨水については、土砂等の流出及び通行の支障のおそれがなくかつ事情やむ

を得ないと認められる場合はこの限りではありません。 

 

 （参考：排水の形態） 

建築物の推移 排水の種類 
処理施設 

（新設前提） 
備考 

住宅、 

マーケット等 

屎尿・雑排水 浄化槽 ＢＯＤが浄化槽法で 20mg/L 以

下 

雨水 無処理  

工場、 

飲食店（大規模）等 

（水濁法の 

特定施設あり） 

工場排水 各種処理施設 排水口においてＢＯＤが水濁

法で１６０ｍｇ／Ｌ以下 

ただし、水濁法の届出の排出量

に雨水分は含まない。 

冷却水 無処理 

屎尿・雑排水 浄化槽 

雨水 無処理 

 

２ 受け入れの考え方 
（１）基本方針 

 道路排水施設が受け入れる水量（以下「流入量」という。）は、道路排水施設の流下能力

を下回る場合とし、道路排水施設の流下能力を上回る場合は、抑制対策を講じていただくこ

ととします。 
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（２）流入量 

 ①申請地が市街化区域又はＤＩＤ※地区にある場合 

   ＤＩＤ地区とは、人口集中地区を指し、市街化区域と異なることがありますので、都

市計画図で確認をしてください。 

 

 流入量＝道路からの流入量※１＋申請地からの流入量※２ 

                    ＋申請地を除く沿道敷地からの流入量※３ 

 

  ※１ 道路からの流入量は、道路の横断勾配から判断される範囲の流入量で、通常は半断面

分（延長×幅員÷２）となります。 

  ※２ 申請地からの流入量は、雨水以外の排水(浄化槽からの放流水等)も含みます。 

  ※３ 申請地を除く沿道敷地からの流入量は、道路の縦断勾配から判断される道路排水施

設が集水する範囲とします。 

 

 ②申請地が上記以外の区域（以下「その他区域」)にある場合 

 

 流入量＝道路からの流入量※１ 

       ＋申請地からの流入量※２＋地形的に想定される集水区域※３ 

 

  ※１ 道路からの流入量は、道路の横断勾配から判断される範囲の流入量で、通常、道路内

は半断面分（延長×幅員÷２）と道路区域内の法等からの流入量となります。 

  ※２ 申請地からの流入量は、雨水以外の排水(浄化槽からの放流水等)も含みます。 

  ※３ 道路の縦断勾配から判断される道路排水施設が集水する範囲で、山間部における法

面で、道路法上の「道路区域」を除く範囲外とします。 

 

① 

 

 

 

 

道路 

縦断 

 

② 

 

 

 

 

 

 

（３）抑制対策 

 申請地からの流入量を流下能力以内に抑制することとし、以下に掲げる対策を講じてい

ただくこととします。 

 

 ① 雨水浸透施設、雨水貯留施設(低床花壇等含む)の設置 

 ② 地表面の形態の変更(舗装→芝など） 

 

 上記の対策を行っても流下能力を超過している場合は、現状の道路側溝への排水は不可

となり、以下の対策をお願いすることとなります。 

 

 ① 独自の排水施設を申請地内で設置 

 ② 道路側溝を申請者に於いて改修(「承認工事」の手続きが必要となります。） 

道路 

沿道敷地 申請地 

 汚水＋雨

沿道敷地 

道路 

申請地 

 汚水＋雨

斜面・道路区域外 

法・道路区域 法・道路区域 
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３ 検討手順 
（１）市街化区域及びＤＩＤ地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）その他区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 市街化区域及びＤ丨Ｄ地区の計算方法 
 下図１を例に沿道幅を求め、排水可否にかかる計算方法を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路排水施設が集水する

範囲を確認 

現在の道路の排水施設と

集水区域からの流量を算

定 

現在の道路の排水施設の

流下能力以内であれば、

検討は終了 

現在の道路の排水施設の

流下能力以上であれば、

流出抑制策を検討 

流出抑制策で抑制が可能

であれば検討は終了 

・独自排水施設の設置 

・道路側溝の回収 

いずれかを検討 

流出抑制策で抑制が不可

能であれば道路側溝への

排出は不可 

220m 

排水溝 0.3×0.3 

粗度係数 0.013 

ＴＰ=1.66m 19ｍ 

10ｍ 

流出係数 0.9 
8m 

ＴＰ=1.00m 

道路排水施設が集水する

範囲を確認 

現在の道路の排水施設で

集水できる範囲（沿道幅）

を算定 

申請地の排水を面積に換

算し、敷地奥行きに加算 

申請地の奥行きが沿道幅

に収まれば検討は終了 

申請地の奥行きが沿道幅

に収まらなければ流出抑

制策を検討 

流出抑制策で抑制が不可

能であれば道路側溝への

排出は不可 

流出抑制策で抑制が可能

であれば検討は終了 

・独自排水施設の設置 

・道路側溝の回収 

いずれかを検討 
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【条件】 

 ・側溝の規格（例 ＰＵ３００×３００） ｈ＝０．３ｍ ｗ＝０．３ｍ（７割水深） 

 ・側溝の粗度係数（ｎ）      ｎ＝０．０１３ 

 ・流路勾配（Ｉ）         Ｉ＝０．３％ 

 ・道路敷地幅（Ｗ）        Ｗ＝８ｍ 

 ・流末水路間隔（Ｌ）       Ｌ＝２２０ｍ 

 ・降雨強度（ｒ）         ｒ＝１００ｍｍ／ｈ 

 ・路面の流出係数（ｆ１）      ｆ＝０．９（舗装路の標準値で定数） 

 ・沿道敷地の流出係数（ｆ２）    ｆ＝０．６（建坪率６０％） 

(なお、新設道路などで道路排水施設の設計の前提とされた集水区域が明確な場合は、

当該集水区域の幅を沿道敷地の幅とします。) 

 ・浄化槽の放流水量（㎥／日）     １．２㎥（０．２㎥×６人槽） 

 

【算定式】 

 ・流入量 

   降雨強度を１００ｍｍ／ｈし、以下の合理式によります。 

   Ｑｐ＝１／３．６・ｆ・ｒ・Ａ 

     Ｑｐ：流量（㎥／ｓ） 

     ｆ： 流失係数 

     ｒ：雨量強度（ｍｍ／ｓ） 

     Ａ：流域面積（㎡） 

 ・道路排水施設の流下能力 

   マニングの式により算定します。 

   Ｑ＝Ａ・Ｖ 

   Ｖ＝１／ｎ・Ｒ＾（２／３）・Ｉ＾（１／２） 

     Ｑ：流量（㎥／ｓ） 

     Ａ：流水箇所の断面積（㎡） 

     Ｖ：流速（ｍ／ｓ） 

     ｎ：粗度係数 

     Ｒ：径深（ｍ）（＝Ａ／Ｐ） 

     Ｐ：流れの潤辺長（ｍ） 

     Ｉ：勾配（百分率） 

   ※管渠の通水断面、径深は道路土工排水工指針等で確認します。 

   ※断面積、潤辺を７割水深で算出します。（管渠の場合も同様） 

   ※土砂等の阻害を考慮し、３０％の余裕をみます。（０．７を乗じる。） 

 

（１）沿道敷地の特定 

 申請地から排水管を接続しようとする道路で水準測量を実施し、最も高い箇所と最も低

い箇所を確認します。（原則として、排水設備の底で測量することが望ましい。）この間が沿

道敷地となり、標高差を水平距離で除した値が流路の勾配になります。 

 申請地所在の市町村が作成した都市計画基本図等に記載されている標高で判断できる場

合もあります。 

 図１では、 

 

  沿道延長は、２２０ｍ、 

  流路勾配は、０．３％（（１．６６－１．０）／２２０＝０．００３（０．３％）） 

 

となります。 
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（２）流入量 

 市街化区域及びＤＩＤ地区は、既に沿道の開発がすすんでいたり、今後、すすむことが予

想される区域ですので、申請地が市街化区域又はＤＩＤ地区にある場合の流入量は、道路区

域及び沿道敷地からの流入を前提として算定します。 

 

 ① 流出係数 

 沿道敷地の流出係数は、用途地域ごとの建坪率（けんぺいりつ）に応じて定めるもの

とし、建坪率に応じて以下の値とします。 

 

建坪率 
計算式（流出係数 建物０．９ 庭０．２ 間地０．

３） 
流出係数 

６０％ 
（６０×建物０．９）＋（４０×庭０．２）＝６２ 

 ６２÷１００＝０．６２≒０．６ 
０．６ 

８０％ 
（８０×建物０．９）＋（２０×間地０．３）＝７８ 

 ７８÷１００＝０．７８≒０．８ 
０．８ 

（参考） 

地表面の種類 流出係数 地表面の種類 流出係数 

路面舗装 ０．９ 屋根 ０．９ 

砂利道 ０．６ 間地 ０．３ 

路肩・法面（細粒土 ・粗粒土） ０．６ 芝、樹木の多い公園 ０．２ 

〃 （硬岩•軟岩） ０．８ 勾配の緩い山地 ０．３ 

  勾配の急な山地 ０．５ 

 なお、市街化区域外のＤＩＤ地区の流出係数は０．６とします。 

 

（３）沿道敷地の幅 

 道路施設の条件に応じて算定される集水可能な沿道の奥行き（沿道幅（Ｂ））は、以下に

より算定されます。 

 

 道路排水施設の流下能力（Ｑ） 

  Ｑ＝Ａ・Ｖ（マニングの式） 

   Ｖ＝１／ｎ・Ｒ＾（２／３）・Ｉ＾（１／２） 

     Ｑ：流量（㎥／ｓ） 

     Ａ：流水箇所の断面積（㎡） 

     Ｖ：流速（ｍ／ｓ） 

     ｎ：粗度計数 

     Ｒ：径深（ｍ）（＝Ａ／Ｐ） 

     Ｐ：流れの潤辺長（ｍ） 

     Ｉ：勾配（百分率） 

 

     Ｒ＝Ａ／Ｐ 

      ＝０．３ｍ×０．３ｍ÷（０．３ｍ×２＋０．３ｍ） 

      ＝０．１ｍ 

     Ｉ＝０．３÷１００＝０．００３ 

     Ｖ＝１／ｎ・Ｒ＾（２／３）・Ｉ＾（１／２） 

      ＝７６．９２３０８×０．１＾（２／３）×０．００３＾（１／２） 

      ＝０．９０７７１７ 

 

  Ｑ＝Ａ・Ｖ 

   ＝０．３ｍ×０．３ｍ×０．９０７７１７（ｍ／ｓ） 
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   ＝０．０８１６９５（㎥／ｓ）≒０．０８１７０（㎥／ｓ） 

  側溝の流下能力 

   ＝側溝の流下能力（全面）×７割水深（３割の余裕をとります。） 

   ＝０．０８１７０（㎥／ｓ）×０．７＝０．０５７１９（㎥／ｓ） 

 

 一方、 

 道路排水施設の流下能力（Ｑ） 

   ＝道路敷地（Ｗ／２※×Ｌ）からの流入量 

                   ＋集水可能な沿道敷地（Ｂ×Ｌ）からの流入量 

             ※通常、道路の半断面の雨水は片側の排水施設に流入するため 

 でも示されますので、 

 

 道路敷地からの流入量（単位:㎥／ｓ） 

  ＝（路面の全幅×１／２×Ｌ）×雨量強度×路面の流出係数 

  ＝（Ｗ／２×Ｌ）×（１００÷１０００÷（６０×６０））×ｆ１ 

  ＝（Ｗ／２×Ｌ）×（１００÷３，６００，０００）×０．９（条件値） 

 

 集水可能な沿道敷地（Ｂ×Ｌ）からの流入量（単位:㎥／ｓ） 

  ＝（Ｂ×Ｌ）×雨量強度×沿道敷地の流失係数 

  ＝（Ｂ×Ｌ）×（１００÷１０００÷（６０×６０））×ｆ２ 

  ＝（Ｂ×Ｌ）×（１００÷３，６００，０００）×ｆ２（所在地区分により変わる値） 

 

 Ｑ＝（Ｗ／２×Ｌ）×（１００÷３，６００，０００）×０．９ 

                ＋（Ｂ×Ｌ）×（１００÷３，６００，０００）×ｆ２ 

 

 両辺を整理 

 

 Ｂ＝（３，６００，０００×Ｑ－９０×Ｗ／２×Ｌ）／１００ｆＬ 

  ＝（３，６００，０００×Ｑ－９０×Ｗ／２×Ｌ）／１００ｆＬ 

  ＝（３，６００，０００×０．０５７１９－９０×８／２×２２０） 

                          ／１００×０．６×２２０ 

  ＝９．５９≒９．６（ｍ）※ 

               ※Ｂ（ｍ）の有効桁は、小数２桁を四捨五入 

 

 なお、流末水路間隔にその他区域（市街化調整区域等）が含まれている場合の取扱いにつ

いては、別記を参照してください。 

 

（４）雨水以外の排水 

 浄化槽からの放流水又は特定事業場等からの排出水(雨水以外）については、排出水を面

積換算のうえ、申請地に加算します。 

 雨水の流入量が、 

 

 流入量（㎥／ｓ）＝面積（㎡）×降雨強度（ｍｍ／ｈ）×沿道敷地の流出係数 

         ＝面積（㎡）×１００（ｍｍ／ｈ）÷３，６００，０００） 

                              ×沿道敷地の流出係数 

で示されることから、排出水を流入水と見なすと、 

 

 面積（㎡）＝流入量（㎥／ｓ）×３，６００，０００÷沿道敷地の流出係数÷１００ 
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で示され、奥行は、 

 

 申請地の奥行補正量（ｍ）＝面積（㎡）÷申請地の間口（ｍ） 

 

で算定できます。 

 

 浄化槽からの放流量＝１．２（㎥／日）÷（２４ｈ×６０分×６０秒） 

          ＝０．００００１４㎥／ｓ 

 

 面積（㎡）＝流入量（㎥／ｓ）×３，６００，０００÷沿道敷地の流出係数÷１００ 

      ＝０．００００１（㎥／ｓ）×３，６００，０００÷０．６÷１００ 

      ＝０．６（㎡） 

 

 申請地の奥行補正量（ｍ）＝面積（㎡）÷申請地の間口（ｍ） 

             ＝０．６㎡÷１０ｍ 

             ＝０．０６ｍ≒０．１ｍ 

 

 浄化槽を加味した申請地の奥行＝申請地奥行＋加算奥行 

               ＝１９．０ｍ＋０．１ｍ 

               ＝１９．１ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）流出抑制量の計算 

 沿道幅（Ｂ）から外れた申請敷地からの流量相当分は、流入ができないので、申請地全体

で流出抑制の対策を講じることとします。 

 図２において、沿道敷地の流出係数＝０．６、沿道幅（Ｂ）＝９．６ｍ、申請地の奥行＝

１９．１ｍ、間口１０ｍとした場合、流出抑制対策を行う流量は以下のとおりになります。 

 

対策量（㎥／ｓ）＝間口×（申請地の奥行＋補正奥行－沿道幅） 

                          ×降雨強度×沿道の流出係数 

        ＝（ｌ０×（１９．１－９．６））（ｍ） 

               ×１００（ｍｍ／ｈ）÷３，６００，０００×０．６ 

        ＝０．００１５８３㎥／ｓ 

        ≒０．００１５８㎥／ｓ 

 

 

19.1ｍ 
9.6ｍ 

流出係数 0.9 

流出係数 0.6 
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５ その他区域の計算方法 
 下図３を例に、排水可否にかかる計算方法を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【条件】 

 ・側溝の規格（例 ＰＵ３００×３００） ｈ＝０．３ｍ ｗ＝０．３ｍ（７割水深） 

 ・側溝の粗度係数（ｎ）      ｎ＝０．０１３ 

 ・流路勾配（Ｉ）         Ｉ＝０．３％ 

 ・道路敷地幅（Ｗ）        Ｗ＝８ｍ 

 ・流末水路間隔（Ｌ）       Ｌ＝２２０ｍ 

 ・降雨強度（ｒ）         ｒ＝１００ｍｍ／ｈ 

 ・路面の流出係数（ｆ１）      ｆ＝０．９（舗装路の標準値で定数） 

 ・申請地            面積＝４００㎡ 

               流出係数＝０．９ 

      浄化槽の放流水量（㎥／日）＝３６㎥（０．２㎥×１８０人槽） 

                                 流量調整機能付 

 ・法面         開発前の面積＝１５００㎡ 

             開発後の面積＝１１００㎡ 

               流出係数＝０．６ 

 ・地形的に想定される集水区域  面積＝２０００㎡ 

               流出係数＝０．５ 

 

【算定式】 

 ・流入量 

   降雨強度を１００ｍｍ／ｈし、以下の合理式によります。 

   Ｑｐ＝１／３．６・ｆ・ｒ・Ａ 

     Ｑｐ：流量（㎥／ｓ） 

     ｆ： 流失係数 

     ｒ：降雨強度（ｍｍ／ｓ） 

     Ａ：流域面積（㎡） 

 ・道路排水施設の流下能力 

   マニングの式により算定します。 

   Ｑ＝Ａ・Ｖ 

   Ｖ＝１／ｎ・Ｒ＾（２／３）・Ｉ＾（１／２） 

     Ｑ：流量（㎥／ｓ） 

     Ａ：流水箇所の断面積（㎡） 

     Ｖ：流速（ｍ／ｓ） 

     ｎ：粗度係数 

沿道敷地に参入

されます 

220m 

排水溝 0.3×0.3 

粗度係数 0.013 

ＴＰ=1.66m 

400 ㎡ 

36 ㎥/日 

流出係数 0.9 

2000 ㎡ 流出係数 0.5 

ＴＰ=1.00m 

1100 ㎡ 流出係数 0.6（申請地除） 

8m 
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     Ｒ：径深（ｍ）（＝Ａ／Ｐ） 

     Ｐ：流れの潤辺長（ｍ） 

     Ｉ：勾配（百分率） 

   ※管渠の通水断面、径深は道路土工排水工指針等で確認します。 

   ※断面積、潤辺を７割水深で算出します。（管渠の場合も同様） 

   ※土砂等の阻害を考慮し、３０％の余裕をみます。（０．７を乗じる。） 

 

（１）沿道敷地の特定 

 沿道敷地は、最も高い箇所と最も低い箇所を確認し（原則として、排水設備の底で測量す

ることが望ましい。）、この間での集水区域が沿道敷地となり、「市街化区域及びＤ丨Ｄ地区」

とは異なり沿道幅（Ｂ）の考え方はありません。 

 

（２）流入量 

 市街化区域又はＤＩＤ地区以外の区域は、原則、開発が抑制されている区域であり、流入

量は道路区域及び申請地からの流入を前提として算定する。 

（山間部における法面など地形的に集水が想定される区域は、流入量に加算します。） 

 なお、流末水路間隔に市街化区域又はＤＩＤ地区が含まれている場合の取极いについて

は、別記を参照してください。 

 

（３）流入量と道路排水施設の流下能力の比較の計算例（上図申請地Ｉのケース） 

（水量については小数６桁を四捨五入） 

 ① 申請地からの雨水流入量 

 

  申請地の面積（㎡）×降雨強度（ｍｍ／ｈ）×流出係数 

  ＝４００ｍ×１００ｍｍ／ｈ×１／３，６００，０００×０．９＝０．０１㎥／ｓ 

 

 ② 浄化槽の放流水量 

 

  日平均汚水量（㎥／日）÷単位換算値（２４時間→秒） 

  ＝３６㎥÷（２４ｈ×６０分×６０秒）＝０．０００４２㎥／ｓ 

 

 ③ 道路区域からの雨水流入量 

  ア 道路面 

 

   道路面の面積（㎡）×降雨強度（ｍｍ／ｈ）×流出係数 

   ＝８８０㎡×１００ｍｍ／ｈ×１／３，６００，０００×０．９ 

                             ＝０．０２２００㎥／ｓ 

 

  イ 法面 

 

   法面の面積（㎡）×降雨強度（ｍｍ／ｈ）×流出係数 

   ＝１１００㎡×１００ｍｍ／ｈ÷３，６００，０００×０．６ 

                             ＝０．０１８３３㎥／ｓ 

 

  ウ 道路区域からの雨水流入量 

 

   道路面＋法面 

   ＝０．０２２００㎥／ｓ＋０．０１８３３㎥／ｓ＝０．０４０３３㎥／ｓ 
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 ④ 地形的に想定される集水区域からの雨水流入量 

 

  集水区域の面積（㎡）×降雨強度（ｍｍ／ｈ）×流出係数 

  ＝２０００㎡×１００ｍｍ／ｈ×１／３，６００，０００×０．５ 

                             ＝０．０２７７８㎥／ｓ 

 

 ⑤ 流入量 

  ①申請地からの雨水流入量＋②浄化槽の放流水量 

   ＋③道路区域からの雨水流入量＋④地形的に想定される集水区域からの雨水流入量 

  ＝①０．０１㎥／ｓ＋②０．０００４２㎥／ｓ 

    ＋③０．０４０３３㎥／ｓ＋④０．０２７７８㎥／ｓ＝０．０７８５３ｍ３／ｓ 

 

 ※申請地Ⅱのケースでは、③－イ及び④の流入量はなしとして算定します。。 

 

 ⑥ 側溝の流下能力 

 

  Ｑ＝Ａ・Ｖ 

  Ｖ＝１／ｎ・Ｒ＾（２／３）・Ｉ＾（１／２） 

    Ｑ：流量（㎥／ｓ） 

    Ａ：流水箇所の断面積（㎡） 

    Ｖ：流速（ｍ／ｓ） 

    ｎ：粗度計数 

    Ｒ：径深（ｍ）（＝Ａ／Ｐ） 

    Ｐ：流れの潤辺長（ｍ） 

    Ｉ：勾配（百分率） 

 

  １／ｎ＝１／０．０１３＝７６．９２３０８ 

  Ｒ＝Ａ／Ｐ 

     ＝（０．３ｍ×０．３ｍ）÷（０．３ｍ＋０．３ｍ＋０．３ｍ）＝０．１ｍ 

  Ｉ＝０．３÷１００＝０．００３ 

 

  Ｖ＝１／ｎ・Ｒ＾（２／３）・Ｉ＾（１／２） 

   ＝７６．９２３０８×０．１＾（２／３）×０．００３＾（１／２） 

   ＝０．９０７７１７ 

  Ｑ＝Ａ・Ｖ 

   ＝０．３ｍ×０．３ｍ×０．９０７７１７（ｍ／ｓ） 

   ＝０．０８１６９５（㎥／ｓ）≒０．０８１７０（㎥／ｓ） 

 

  側溝の流下能力＝０．０８１７０（㎥／ｓ）×０．７＝０．０５７１９（㎥／ｓ） 

  対策量＝⑤流入量－側溝の流下能力 

     ＝０．０７８５３㎥／ｓ－０．０５７１９㎥／ｓ＝０．０２１３４㎥／ｓ 
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６ 雨水浸透施設の設置 
（１）標準的な浸透施設 

 以下に掲げる施設があり、土地利用形態に応じて導入施設を設置するものとします。 

 

・浸透枡 ・浸透トレンチ ・浸透性舗装 ・浸透側溝 ・その他の浸透施設 

 

（２）雨水浸透設計 

 設計は、対策量に応じた規格、設置数量とし、設計にあたっては、「雨水浸透阻害行為許

可等のための雨水貯留浸透施設設計•施行技術指針」（新川・境川（逢妻川）・猿渡川流域編）

平成２５年４月愛知県建設部河川課編を参照してください。 

 

 ※計算例は附属資料を参照してください。 

 

雨水浸透施設の設計における飽和透水係数について 

 飽和透水係数は、申請者において現地透水試験に基づき算出するものとします。 

 ただし、現地透水試験を実施しない場合は、〔５．０×１０－３（ｃｍ／ｓ）〕を標準

としてください。 
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別記 
 

１ 同一流末水路間隔において市街化区域（又はＤＩＤ地区） 

                          とその他区域が含まれる場合 

（１）申請地Ⅰ（市街化区域又はＤＩＤ地区） 

 同一流末水路間隔内に含まれる市街化区域又はＤＩＤ地区の流出係数をもって同一流末

水路間隔においては一律な沿道幅（Ｂ）を設定するものとします。 

 なお、市街化区域内の用途地域ごとの流出係数が同一流末水路間隔において異なる場合

は、流出係数が大きい値を採用して沿道幅（Ｂ）を求めるものとします。 

 また、ＤＩＤ地区の流出係数と市街化区域の流出係数が異なる場合も同様とします。 

 

（２）申請地Ⅱ（その他区域） 

 申請地Ｉと扱いを同じにします。 

 よって、申請地がその他区域内にある場合も、同一流末水路間隔に市街化区域又はＤＩＤ

地区が含まれる場合は、上記と同じ沿道幅（Ｂ）を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 同一流末水路間隔において側溝断面に変化がある場合 

 図５のようにＰ点で側溝の能力が蜜化している場合におけるＰ—Ｙ間での申請について

は、Ｘ－Ｙ間の集水可能幅とＰ—Ｙ間の集水可能幅とを比較して狭い方を採用するものとし

ます。 

 各集水可能幅を算出する際の勾配、側溝断面積については、以下のとおりとします。 

 ① Ｘ—Ｙ間は、側溝の勾配はＸ—Ｙ間の平均勾配、側溝断面はＰＵ４００を採用します。 

 ② Ｐ—Ｙ間は、側溝の勾配はＰ—Ｙ間の平均勾配、側溝断面はＰＵ３００を採用します。 
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３ 雨水の取扱い 

 排水管の接続における降雨強度は、１００ｍｍ／ｈとしている。 

 参考までに、平成１８年１月１日から適用されている愛知県の降雨強度を以下に示す。 

 

名古屋地区観測所                          （ｍｍ／ｈ） 

 
大草観測所（小原地区）                       （ｍｍ／ｈ） 

 
岡崎観測所                             （ｍｍ／ｈ） 

 
豊橋観測所                             （ｍｍ／ｈ） 
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田口観測所（設楽地区）                        （ｍｍ／ｈ） 

 
 

４ 雨水以外の排水の取扱い 

（１）流入量の算定 

ア 浄化槽からの放流水 

  日平均汚水量（日処理量）から算定します。 

  流入量（㎥／ｓ）＝日平均汚水量（㎥／日）／（２４ｈ×６０ｍ×６０ｓ） 

 

※流量調整機能が備わっていない浄化槽 

 ピ－ク時の変動を考慮して、上記の計算式で得られた値の２倍の水量を流入量（㎥

／ｓ）とします。 

 

イ 浄化槽からの放流量 

 食事や入浴時など流入水の増加が激しい時間帯は、浄化槽からの放流量も増加し、

一律に規定することは困難である。 

 「都市計画法開発許可の実務の手引き（愛知県建設局建築指導課監修）」では、県基

準６— （４）計画汚水量において、 

 

 １人１日平均汚水量       ２００リットル 

 １人１日最大汚水量       ３００リットル 

 時間最大汚水量（１日に換算）   ４５０リットル 

              （最大汚水量の１．５倍、平均汚水量の２．２５倍） 

 

とされているため、浄化槽からの放流水の流入量は、日平均汚水量（㎥／ｓ）を２倍

（１．５倍と２．２５倍のほぼ中間値）した値とし、流量調整機能を備えた浄化槽の

場合は、日平均汚水量(㎥/s)としている。。 

 

ウ 水質汚濁防止法に規定する特定事業場からの排出水 

 同法に基づく届出等から流入量を算定します。 

 

（２）市街化区域及びＤＩＤ地区に申請地の奥行換算 

 流入量（㎥／ｓ）を面積（Ｓ）換算のうえ、申請地の奥行に加算します。（奥行＋α） 

 

 流入量（㎥／ｓ）＝面積（㎡）×降雨強度（ｍｍ／ｈ）×沿道敷地の流出係数 

 降雨強度（ｍ／ｓ）＝降雨強度（ｍｍ／ｈ）÷６０÷６０÷１０００ 

 以上からαは、次式で算定されます。 

 Ｓ（㎡）＝流入量（㎥／ｓ）×３，６００，０００÷沿道敷地の流出係数÷１００ 

 α（ｍ）＝Ｓ（㎡）÷間口（ｍ） 
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（算定例） 

 

前提 

・申請地Ｉにおいて浄化槽の放流水がある場合 

・合併処理浄化槽 １８０人槽  日平均汚水量 ３６㎥  流量調整機能付 

・沿道敷地の流出係数 ０．６ 

・奥行 １１．５ｍ  間口 ７．６ｍ 

・集水可能な沿道幅 １２．７ｍ 

・浄化槽からの流入量 ０．０００４２㎥／ｓ 

              （３６㎥÷（２４ｈ×６０×６０））（小数６桁四捨五入） 

 

 ア αの算定 

  ０．０００４２㎥／ｓ×３，６００，０００÷０．６÷１００＝２５．２㎡ 

                              （小数２桁四捨五入） 

  ２５．２㎡÷７．６ｍ＝３．３ｍ（小数２桁四捨五入） 

 

 イ 対策量の算定 

  申請地の奥行（１１．５ｍ）＋浄化槽からの放流水相当（３．３ｍ）＝１４．８ｍ 

  ここで集水可能な沿道幅は１２．７ｍであるので、 

  １４．８ｍ—１２．７ｍ＝２．１ｍ が集水可能な沿道幅から外れています。 

  対策量＝７．６ｍ×２．１ｍ×１００÷３，６００，０００×０．６ 

     ＝０．０００２７㎥／ｓ（小数６桁四捨五入） 

 

５ 申請地が方型でない場合 

 下図申請地Ⅱのような場合は、方形に修正（面積※１÷奥行※２）のうえ、基準となる間

口※３を算定のうえ加算します。 

ただし、雨水のみで既に集水可能な沿道幅（Ｂ）から外れている場合（申請地Ⅲ）は、修

正を行う必要はなく、単鈍にＢから外れた部分の雨水及び浄化槽からの放流水相当量が対

策量となります。 

  ※１ （少数２桁四捨五入） 

  ※２ 最長部分の奥行延長（少数２桁四捨五入） 

  ※３ （少数２桁四捨五入） 
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附属資料 
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１ 道路排水施設への接続の標準図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 雨水浸透施設の計算例 

（１）浸透トレンチによる浸透対策 

項目 値 摘要 

浸透対策量（m3/s) 0.00100 図１の事例における対策 

浸透対策量（m3/h) 3.60000  
   

①浸透能力（１ｍ当たり）   

 H 高さ（ｍ） 0.6  

 W 幅（ｍ） 0.6  

 比浸透量（㎡/m） 3.33680 規定の計算式 

 土壌の飽和透水係数（cm/s） 0.005 標準値 

 基準浸透量（１ｍ当たり） 0.60062  

 影響係数（定数） 0.81  

 単位設計浸透量（１ｍ当たり） 0.48651  

   

②貯留効果（１㎡当たり）   

 トレンチ管の直径（ｍ） 0.2  

 トレンチ管内体積（１ｍ当たり） 0.03140  

 トレンチ管の貯留効果（１ｍ当た

り）・・・a 
0.03140 トレンチ管の体積と同じ 

 砕石体積（１ｍ当たり） 0.32860 H×W－トレンチ管体積 

 砕石の平均空隙率 0.4  

 砕石の貯留効果・・・b 0.13144  

 貯留効果 0.16284 a＋b 
   

１ｍ当たりのトレンチの能力（①＋②） 0.64935  

   

浸透トレンチの必要延長（ｍ） 5.5 （小数２桁四捨五入） 

（浸透対策量÷トレンチの能力（ｍ））  
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（２）透水性舗装による浸透対策 

項目 値 摘要 

浸透対策量（m3/s) 0.00100 図１の事例における対策 

浸透対策量（m3/h) 3.60000  
   

①浸透能力（１ｍ当たり）   

 H 高さ（ｍ） 0.23  

   

 比浸透量（㎡/㎡） 1.29022 規定の計算式 

 土壌の飽和透水係数（cm/s） 0.005 標準値 

 基準浸透量（１㎡当たり） 0.23224  

 影響係数（定数） 0.81  

 単位設計浸透量（１㎡当たり） 0.18811  

   

②貯留効果（１㎡当たり）   

 舗装体積（１㎡当たり） 0.23000  

 舗装材の平均空隙率 0.1  

 舗装材の貯留効果 b 0.02300  

   

１㎡当たりのトレンチ能力（①＋②） 0.21111  

   

透水性舗装の必要面積（㎡） 17.1 （小数２桁四捨五入） 

（浸透対策量÷透水性舗装の能力（㎡））  

 

（３）浸透枡（正方形ます）による浸透対策 

項目 値 摘要 

浸透対策量（m3/s) 0.00100 図１の事例における対策 

浸透対策量（m3/h) 3.60000  
   

①浸透能力（１個当たり）   

 H 高さ（ｍ） 0.8  

 W 幅（ｍ） 0.6  

 比浸透量（㎡/個） 7.63048 規定の計算式 

 土壌の飽和透水係数（cm/s） 0.005 標準値 

 基準浸透量（１個当たり） 1.37349  

 影響係数（定数） 0.81  

 単位設計浸透量（１個当たり） 1.11252  

   

②貯留効果（１個当たり）   

 浸透枡本体の内径（ｍ） 0.4  

 浸透枡本体の高さ（ｍ） 0.6  

 浸透枡本体の体積（１個当たり） 0.07536  

 浸透枡本体の貯留効果（１個当たり）

a 
0.07536 体積と同じ 

 砕石体積（１個当たり） 0.21264 H×W－浸透枡本体体積 

 砕石の平均空隙率 0.4  
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 砕石の貯留効果 b 0.08506  

 貯留効果 0.16284 a＋b 
   

１個当たりの浸透枡の能力（①＋②） 1.27294  

   

浸透枡の必要個数 2.8 （小数２桁四捨五入） 

（浸透対策量÷浸透枡の能力）  
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１ 市街化区域及びＤＩＤ地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

黄色は、「１」、

「２」共通の入

力箇所です。 

桃色は、「１」の

入力箇所です。 

幅員が異なる

ときは、別表１

の計算結果を

入力してくだ

さい。 

面積が入力さ

れていると、方

形修正計算を

行います。 

勾配が異なる

ときは、別表３

の計算結果を

入力してくだ

さい。 
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ｐａｇｅ１が

正しく入力さ

れていれば、入

力箇所はあり

ません。 

①と②を比較

して該当する

方に○を入力

してください。 
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計画する抑制

策の諸元を入

力してくださ

い。 

ｐａｇｅ１が

正しく入力さ

れていれば、入

力箇所はあり

ません。 

①と②を比較

して該当する

方に○を入力

してください。 



27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画する抑制

策の諸元を入

力してくださ

い。 

計画する抑制

策の諸元を入

力してくださ

い。 

ｐａｇｅ３が

正しく入力さ

れていれば、入

力箇所はあり

ません。 
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２ その他区域の計算方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

黄色は、「１」、

「２」共通の入

力箇所です。 

緑色は、「２」の

入力箇所です。 

幅員が異なる

ときは、別表１

の計算結果を

入力してくだ

さい。 

面積が入力さ

れていると、方

形修正計算を

行います。 

勾配が異なる

ときは、別表３

の計算結果を

入力してくだ

さい。 

地表面が異な

るときは、別表

２の計算結果

を入力してく

ださい。 
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ｐａｇｅ１が

正しく入力さ

れていれば、入

力箇所はあり

ません。 
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①と②を比較

して該当する

方に○を入力

してください。 
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計画する抑制

策の諸元を入

力してくださ

い。 

①と②を比較

して該当する

方に○を入力

してください。 
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計画する抑制

策の諸元を入

力してくださ

い。 

計画する抑制

策の諸元を入

力してくださ

い。 

ｐａｇｅ３が

正しく入力さ

れていれば、入

力箇所はあり

ません。 





様式第１（第２条関係）

令和　　　　年　　　　月　　　　日　

道路管理者 愛知県知事殿

住　　所

氏　　名 印　

電 話

連絡先　氏名

電 話

住所

路線名

２ 工 事 の 種 別

３ 工 事 の 概 要

４ 工事の実施方法

　承認の日から 日間

工事を必要とす
る理由

令和　　　　年　　　　月　　　　日

道路管理者 愛知県知事 大村　秀章

備考　添付する図書
（１）位置図（縮尺25000分の1程度） （２）公図の写し
（３）平面図（縮尺500分の1以上） （４）構造物等の詳細図（縮尺100分の1以上）
（５）道路横断図（縮尺100分の1以上） （６）工事仕様書
（７）浄化槽調書の写し （８）同意書２種類
（９）誓約書２種類 （１０）流量計算書
（１１）工事箇所の写真（２方向から） （１２）その他工事の内容を表す図書
※位置図か平面図には分水嶺から側溝流末を明記して下さい。

工 事 の 期 間

記

）

　下記のとおり、道路に関する工事の設計及び実施計画を承認してください。

名 称 及 び
代表者氏名

（

道路に関する工事の設計及び実施計画承認申請書

工 事 の 場 所１

条　　　　　件 　別紙のとおり

　建第　　　－　　　　号　

6

（郵便番号　　　　　　　　　）

　　　上記のとおり承認します。ただし、次の条件を守ってください。

５
令和　　　　年　　　　月　　　　日　から　令和　　　　年　　　　月　　　　日　まで



様式第１（第２条関係）

令和　○○　年　　○　月　　○　日　

道路管理者 愛知県知事殿

住　　所

氏　　名 印　

電 話

連絡先　氏名

電 話

住所

路線名

２ 工 事 の 種 別

３ 工 事 の 概 要

４ 工事の実施方法

　承認の日から 日間

工事を必要とす

る理由

令和　　　　年　　　　月　　　　日

道路管理者 愛知県知事 大村　秀章

備考　添付する図書
（１）位置図（縮尺25000分の1程度） （２）公図の写し
（３）平面図（縮尺500分の1以上） （４）構造物等の詳細図（縮尺100分の1以上）
（５）道路横断図（縮尺100分の1以上） （６）工事仕様書
（７）浄化槽調書の写し （８）同意書２種類
（９）誓約書２種類 （１０）流量計算書
（１１）工事箇所の写真（２方向から） （１２）その他工事の内容を表す図書
※位置図か平面図には分水嶺から側溝流末を明記して下さい。

（郵便番号　　　　　　　　　）

別紙のとおり

令和　　　　年　　　　月　　　　日　から　令和　　　　年　　　　月　　　　日　まで

工 事 の 場 所

道路に関する工事の設計及び実施計画承認申請書

排水管接続工事

別紙のとおり

請負

名 称 及 び
代表者氏名

　下記のとおり、道路に関する工事の設計及び実施計画を承認してください。

条　　　　　件 　別紙のとおり

　建第　　　－　　　　　号　

○○市○○町○○番地○地先

○○道　○○線

６

　　　上記のとおり承認します。ただし、次の条件を守ってください。

５ 工 事 の 期 間

１

記

（ ）
担当者又は連絡先を書くこと。

理由書を添付しない場合は、
この欄に自動車乗入口が必要と
なった理由を書く。
（例）「駐車場を設置するため」
　　　　「車庫を設置するため」等

この欄には記入しないこと。

「直営」または「請負」と書く。

排水管を接続する土地の地番を書
く。

「排水管接続工事」と書く。

「別紙のとおり」と書き、『３．提出書
類』に記載の書類を添付する。

国道の番号または県道の名称を書
く。

許可を受けた後すぐに着工する場
合は上段に必要な日数を記入し、
その他の場合は下段に着工予定日
及び完了見込みの日を記入する。

記入例



　　１．　　本工事は、　　　　　　　　　　　　群・市　　　　　　　　町・村大字

　　　　字　　　　　　　　　　　　　　　番地先の県・国道　　　　　　　　　　　　線において

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事を行うものです。

　　２．　　工事期間は、　　　　　　年　　　　月　　　日から　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　までの　　　　　　日間で施工します。

　　３．　　工事については、愛知県海部建設事務所長の指示に従います。

　　４．　　工事現場は常に整備し、資器材は、路上に放置しないようにし、交通に支

　　　　　障ないように保安設備を完備して施工します。

　　５．　　工事の着手および完了については、愛知県海部建設事務所長に届け出

　　　　　ます。

　　６．　　県　建設局の工事標準仕様書に準じます。

工　事　仕　様　書



様式第１４（第１１条関係）

令和　　　年　　　月　　　日

愛知県知事　　殿

　（郵便番号　　　　　　－　　　　　）

住　　　所

氏　　　名

（名称及び代
表者氏名） 　　電　　話　（　　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　番

連　絡　先　　氏　　名

　　電　　話　（　　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　番

記

市 町 丁目

郡 村 字 番地先

国 号

県 線

3

　　　　　氏　　　名

　電　　　話　（　　　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　　　番

備考　　１　用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。

大字

道

5 工事の施工者名

工　事　の　種　別

4 着　手　年　月　日

工　　事

年　　　　　月　　　　　日

2 工　事　の　場　所

着　　手 届

下記のとおり、着手します。

1
許可、承諾又は
回答の年月日

及び番号
　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　建第　　　－　　　　　　　号



様式第１４（第１１条関係）

令和　　　年　　　月　　　日

愛知県知事　　殿

　（郵便番号　　　　　　－　　　　　）

住　　　所

氏　　　名

（名称及び代
表者氏名） 　　電　　話　（　　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　番

連　絡　先　　氏　　名

　　電　　話　（　　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　番

記

市 町 丁目

郡 村 字 番地先

国 号

県 線

3

　　　　　氏　　　名

　電　　　話　（　　　　　　　　）　　　　　　－　　　　　　　　　番

備考　　１　用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。

　　　　　２　工事写真（申請内容が確認できる写真）を添付すること。

大字

道

5 工事の施工者名

工　事　の　種　別

4 完　了　年　月　日

工　　事

年　　　　　月　　　　　日

2 工　事　の　場　所

完　　了 届

下記のとおり、完了しました。

1
許可、承諾又は
回答の年月日

及び番号
　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　建第　　　－　　　　　　　号


